
よきさし

したもの(これは主として地方調途品中の雑品類で・手数を省く

ため日jïf;!l!しないことにしている)。

5 用品制掛回収過不足俗iの整韮n 万l品勘定は収入と支出と

が完全に一致することを理級とするが， 突際には年度中聞に用

品制掛率を変更して， 収支のパランスをはかつても多少の過不

足古賀が生ずる。この場合は毎年度末におし、てこの過不足額を精

算し，収支をゼロにして翌年度新たに勘定を起すようになって

いる。よってこの過不足額は， 用品収入の項 (f首方差綴振替お

よび貸方差額振答)として記入し，その過不足相当額を， 損益

勘定各項の貯放品決算科目に，決算古iïíに比例して振替整理され

るのである。

用品制f!十は以上のほか例外的取扱として，受託工事， あるい

は駐留軍受委託工事等の場合にも適用しているが， これらに対

してはそれぞれ割掛率を別途に定めている。(1];1中芳雄)

よきさし 斧指 ト γ ヰノレ工事の場合，支保工の建込や撤去作

書長を専門に行う労務者。斧十旨は単に設計どおりの支保工を建込

むばかりでなく ， トン平ノレの土圧に注意 して支材を選び補強も

行う。トン平ノレの安全な施工は斧指の技りようにかかる。(松島

南)

ヨー ク ・ア ン トワープきそく ヨー ク ・ア ン トワープ規則

(予定)York-Antwerp Rules ('!!h) York-Antwerpen-Regeln (仏)

R鑒les d'York et d'Anvers 貨物を船舶または航空後で輸送

する場合に，事故が発生した際積荷の重量を少なくし，または

不11寺に避雛の港またはその他の場所に航行することによって，

共同の安全を保つことがある。かかる i背世に伴なって積荷の損

容または滅失， 船舶または航空機の損傷があ り ， 措笹そのもの

に政府を要するのが普通である。このような諸部商の損失は関

係の絞荷，輸送後関の共同の安全を保つために生じたものであ

るから ， 手 IJ筈関係人の間では， この損失を共同して負担し， 損

失に対して適当な割合をも って賠償をするとし 、う 制度がある。

これは今 日ま では海運においていちじるしく発達し，いわゆる

共同海狽として知られている。日本ではこの制度の大綱が商法

の海1(6絹海tflの章に規定されている。それによれば (1) 共同

海損は各利害関係人が， 共同の安全により保存することのでき

た紛舶または積荷の価絡および運賃の半額， ならびに共同海損

たる損失綴を含めた総領の割合に応じて賠償を分担すべきこと

(2) この内船舶の価格は到達の地およびI待における価格，積荷

の価格は陸織の地および時における仙l絡(滅失により 支払うこ

とを裂しない運賃その他の費用を凶除する)とすること (3) 

共同海損の分担者は船舶の到達または積荷の引渡のときにおい

て ， 現に存する価絡の限度でのみ質任を負うことなどの旨が定

められている。かかる共同海損に隙lする諸国の制度の11'拠原則

となり，かつ制定i去の不備を1i1ì充する原則となっているのが z

-!1-アントワープ規則lである 。

一般に海商に関する法規は諸国の fM!に能うかぎり統ーがなけ

れば，その運用に不便であることは容易に理解されるが，共同

海鍋についても事情は同じである。 1864 年にイギリスのヨ ー ク

で会合した諸国海運事業者会議で，共同海損の国際的約款が作

成された。 いわゆるヨ ー ク規則がこれである。その後 1877 年

にアゾ トワープに会合した国際法学会におし、て ヨ ー ク ・ アント

ワープ規IlIJが係択され， さらに 1890 年にリパプーノレて‘の同会会

議はこれを改正し，なお 1903 年アン ト ワープ会議で追補し，つ

いで 1924 年にス ト ック ホノレム会議で整備され， 現行の ヨー ク ・

ア γ トワープ規貝IJが完成された。

同規則の内容をなす主要条項を概説すればつぎのとおりであ

る。

1 共同海上危険 (common maritime adventure) に包含さ

れている財産の共同の安全のために，故意かつ合理的に (inten­

tionally and reasona bl y) ， 異常の犠牲を供し，または異常の費

用を生じた協合にかぎり共同海損行為 (gene ra l a verage act) 

を認める。

2 共同海損行為の直接の結果たる鋼管， 滅失または費用の

みを共同海領と認める。

3 正当に共同海損と認めらるべきことについての挙証責任

は， このことを要求する者がこれを負う。

4 共同海損の分担請求権は， 犠牲または費用の原因が過失

によるときも変更を受けなL、。ただし過失者に対する求償権を

妨げない。

5 投げ荷 (je t tison) は承認、された取引慣習 (recognised cusｭ

tom of trade) にしたがって巡送された積荷てJなければ， その

損失を共同海償として賠償してはならなし、(規則第 1 条)。

6 避難港などにおける費用 川船舶が事故 ・ 犠牲または

その他の異常の事情 (accident ， sacrifice , or other extraorｭ

dinary c i rcumstances) の結果として避難浴に入り，またはそ

の船積の港もしくは地に帰ったときは， その入浴の費用などは

共同海損と認められる (2) 避難， 船積の港または地における

積荷， 燃料または貯蔵品の積卸あるいは船内荷役の費用は， こ

れらの役務が共同の安全のため，船舶の一定の修繕，航海の統行

のために必嬰て'あるときは共問海損と認められる(規則第10条)。

7 船舶が事故 ・ 犠牲もしくはその他の異常の事情または修

繕のため，港またはその他の場所に滞在する期間における船長 ・

紛負その他の海員の給料および食料は共同海損と認められる

(規則l第 11条)。

8 共同海損とみなされるべき修繕政のうち， 新旧交換 (new

for old) について一定の控除を行う(規則第 13 条)。

9 償荷の損害または滅失により生ずる迷貨の損失は，共同

海領行為または積荷の損害もしくは滅失が，共同海損として賠

償される場合に， 共同海損として賠償されなければならない (規

則第 15 条)。

ヨーク ・ ア Y トワ ー プ規則は国際法学会において採択された

ものであり，国際間の条約または協約ではないが，上述のよう

に諸国の関係法規にその原則が係周されており，かつ船荷証券，

用船契約fE， 海上保険証券にも共同海損については同規則によ

るべき旨を記載し， この部面では国際的慣習法とも見られるこ

とがある。さらに内陸水路運送はもとより航空運送においても ，

共同損害の処!'J!についてその準拠とされることがある。現にド

イツではこれらの運送について関係の問題が発生した場合には，

常設共同海娘委員 (stä ndiger Ha verei-Kommissar) の報告が

考慮されている。ー」共同海損。

多考文献 リチヤ ー ド ・ ロ ー ンズ著今村有訳共同海損法

論。太田 &ft平海損費用論。(小田屋光之輔)

よく へき 翼壁 橋台背函の感土をささえ， かつ流水による洗

L 橋台翼壁
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